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１． はじめに 

 

 我が国は，人口減少社会という大きな転換期に入り，

加えて増加が著しい高齢者の交通事故対策やモビリテ

ィの確保が喫緊の課題となっている．それらの問題に

対して，コンパクトシティや TOD 等の長期的かつ土

地利用と一体となった政策が必要不可欠である．近年

では，その実現性を検討するために，個人の行動に着

目したミクロシミュレーションが適用されるようにな

り，より精緻な交通需要予測が可能となった． 

しかし，ミクロシミュレーションを行う際には個人

あるいは世帯レベルでの非集計情報が必要となる．我

が国では国勢調査を含む全数調査が実施されているも

ののこれらの情報は開示されていない．したがって，

需要予測には PT 調査で得られるサンプリングの非集

計情報に，国勢調査等から得られる全数の集計情報か

ら求められる拡大係数を寄与するというアプローチが

頻繁に行われてきた．従来，世帯属性を考慮して拡大

係数を算出する IPF 法が用いられていた．しかし，世

帯属性である世帯構成人数や自動車保有台数は一致す

るものの，世帯内の個人を考慮していないため，個人

属性である性別や年齢層が一致する保証はない．そこ

で，世帯属性，個人属性を両方考慮する IPU 法が開

発されている．しかし，必ず厳密に各属性の制約に収

束するとは限らないため，値によって信頼性にばらつ

きが生ずるという問題が残っている． 

本研究では，以上の認識のもと，IPU 法をベースと

し，PT データからより母集団の再現性が高い拡大係

数を算定する新たな拡大係数算出手法を構築すること

を目的とする．本稿では，まず従来の手法である IPF

法，IPU 法の構造を示し，特に IPU 法の問題点を明確

に把握することで，それに対する改善点を示していく． 

*キーワーズ：拡大係数，非集計モデル，PT調査 

**学生員，愛媛大学大学院理工学研究科 

***正会員，博(工)，愛媛大学大学院理工学研究科 

   （愛媛県松山市文京町3， 

    E-mail: kurauchi@dpc.ehime-u.ac.jp） 

****学生員，愛媛大学大学院理工学研究科 

また，IPU 法で PT データを拡大し，項目ごとの変化

の推移を分析し，誤差の原因を探り，世帯及び個人属

性分布を考慮した拡大係数算出手法の適用可能性を検

討する． 

 

２．拡大係数算出手法の概要 

 

本研究で構築するシステムの拡大係数算定手法のベ

ースとなる IPU 法は，IPF 法を世帯レベルと個人レベ

ルの両方の特性に合わせることができるように発展さ

せたものであり，基本的な考え方は IPF 法と同様であ

る．本章では，IPF 法と IPU 法の特徴を説明し，また

2 つの手法の関係性を示す． 

 

（１）IPF（Iterative Proportional Fitting）法 

図１ 分割表と周辺分布の例 

IPF 法とは，標本抽出データから得られる非集計デ

ータでの複数の属性間のオッズ比を保持したままで，

国勢調査等の全数調査から得られる各属性の周辺分布

に一致するように，各セグメントの拡大係数を算出す

る手法である．ここで，複数の属性間のオッズ比とは，

属性間の相関関係を表わすものであり，図１で示すよ

うに分割表が考慮する周辺分布が 2 次でそれぞれの属

性の分類が 3，2 カテゴリーである場合，オッズ比は

以下の式で表わされる． 
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ただし， jip , は属性 1 のカテゴリーが i ，属性 2 の

カテゴリーが j の分類に属するセグメントのサンプル

の割合を表す．周辺分布がm 次で次元 i のカテゴリー

数が in の場合，属性 j のカテゴリー ji ， 1ci j  ，属性

k のカテゴリー ki ， 2cik  のオッズ比は以下の式で

属性 振り分け 合計

1 300
2 500
3 200
1 700
2 300

個人属性１

個人属性２ 1000

1000

標本調査の周辺分布
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表わされる． 
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ただし， 1c は jj nci  1 を満たす正の整数を表わし，

2c は kk nci  2 を持たす正の整数を表わす． 

 

（２）IPU（Iterative Proportional Updating）法 

 

図２ IPU 法における IPF 法データの持たせ方 

IPU 法とは，IPF 法で用いたデータの持たせ方に工

夫を行い，拡大係数を算出する手法である．図２に示

すように，各セグメントは個人属性に属するもの以外

の要素は 0 として格納している．IPF 法では，分割表

を作成し，複数の属性間のオッズ比を保持したまま，

周辺分布に一致させていく．一方，IPU 法では，セグ

メントごとではなく世帯ごとにデータを持たせて周辺

分布に一致させている相違点がある．しかし，IPU 法

も同様に拡大係数算出後のオッズ比が保持されるため，

以下の IPU 法のアルゴリズムと IPF 法は等価である

と言える． 

 

a）IPU 法による計算アルゴリズム 

図２に示した簡単な例を用いて，IPU 法のアルゴリ

ズムの手順を説明する．IPU 法では，厳密な解が保証

されていないため，アルゴリズムの性能や適合度の特

性を事前に検証しておく必要がある．IPU 法は初期値

としてサンプルに含まれる全ての世帯の重みは等しい

と仮定し，計算を開始する．このアルゴリズムは，全

ての個人属性が一致するまで重みを調整しながら反復

していく．まず初めに個人属性 1 のカテゴリー1 の制

約に合わせるために，周辺分布を重み合計で割る．

300/24=12.5 となり，制約を満たすためにその重みを

カテゴリー1 の全てにかける．これで，カテゴリー1

の全てが 13.04 となった．同様に，カテゴリー2，3 は，

500/12=41.67，200/15＝13.33 となる．重み 3 を更新し，

この時点で個人属性 1 の重みは完全に一致した．次に，

個人属性 2 の重みについても同様に行う．最初の個人

属性２のカテゴリー1 は，個人属性 1 の調整が一致し

た後，制約に合わせる比率を個人属性 1 の重みに掛け

て計算する．それは，700/321.01=2.18 となり，個人

属性 2 のカテゴリー1 に値が含まれる全てのセグメン

トについて更新する．つまり，セグメント 2，4，6に

ついては 0であるため更新されず，重み 3の値を用い

る．同様に，重み 5 も更新する．以上で，1 回の計算

過程が終了し，世帯，個人属性を調整した重みの合計

と制約条件との誤差が縮小したことがわかる．この相

対的な差の絶対値は，適合度として次式で表わされる．  
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各々の繰り返し後，全体的な適合度の評価として用

いられる．補正前のδの平均値は 0.9392，補正後は

0.1832 である．繰り返し間の増幅率は，次式で表わ

され，0.7560となる． 
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重みはΔの値が -10101 等小さい値になるまで繰り

返 し 調 整 す る ． 約 20 回 の 繰 り 返 し 後 ，
111015.8 Δ となり， -10101 以下となる． 

また，IPU 法独自の特徴として，図３に示すように

世帯属性と個人属性を考慮した上で拡大係数を算出す

ることも可能である．計算アルゴリズムは上記で示し

た例と同様である． 

 

図３ IPU 法アルゴリズムの計算例 

 

３．IPU 法の適用と計算結果の考察 

 

（１）データ概要 

今回の IPU 法で用いるデータについて説明を行う．

同時分布の世帯属性及び個人属性は，2007 年に松山

都市圏で行われた松山パーソントリップ調査から得ら

れたものから，5033 人のサンプルを用いる．概要に

ついて表２に示す．本研究で用いるゾーンは，都市計

画で一般的に用いられている B ゾーンレベルである．

まず，同時分布は世帯属性として世帯数，個人属性と

して性年齢階層を用いる．世帯数は，松山市を B ゾ

ーンで分割した 25 カテゴリーである．性別は 2 カテ

ゴリー，年齢は 0～4 歳の情報は PT 調査では得られ

1 2 3 1 2
1 1 8 0 0 8 0 13.04 13.04 13.04 28.44 28.44 29.06
2 1 15 0 0 0 15 13.04 13.04 13.04 13.04 5.76 4.50
3 1 0 2 0 2 0 1.00 41.67 41.67 90.86 90.86 140.93
4 1 0 10 0 0 10 1.00 41.67 41.67 41.67 18.41 21.81
5 1 0 0 10 10 0 1.00 1.00 13.33 29.07 29.07 18.56
6 1 0 0 5 0 5 1.00 1.00 13.33 13.33 5.89 2.87

合計 24.00 14.00 18.00 21.00 32.00
周辺分布 300.00 500.00 200.00 700.00 300.00

0.9233 0.9760 0.9250 0.9714 0.9000
重み合計１ 300.00 12.00 15.00 116.35 210.65
重み合計２ 300.00 500.00 15.00 197.68 617.32
重み合計３ 300.00 500.00 200.00 321.01 678.99
重み合計４ 423.19 598.38 357.41 700.00 678.99
重み合計５ 313.99 365.81 320.20 700.00 300.00

0.0466 0.2684 0.6010 0.0000 0.0000
重み合計
（最終）

300.00 500.00 200.00 700.00 300.00

セグメント
番号

重み 重み５
個人属性１ 個人属性２ 重み

（最終）
重み４重み３重み２重み１

bδ

aδ

世帯
番号

重み
世帯
属性１

世帯
属性２

個人
属性１

個人
属性２

重み１重み２重み３重み４
重み
（最終）

1 1 1 0 1 1 17.50 17.50 16.63 13.84 32.50
2 1 1 0 1 2 17.50 17.50 16.63 13.84 32.50
3 1 0 1 2 1 1.00 16.25 15.44 12.85 13.75
4 1 0 1 1 2 1.00 16.25 15.44 12.85 13.75
5 1 0 1 0 2 1.00 16.25 16.25 13.53 53.75
6 1 0 1 1 1 1.00 16.25 15.44 12.85 13.75

合計 2.00 4.00 6.00 9.00
周辺分布 35.00 65.00 95.00 120.00

0.9429 0.9385 0.9368 0.9250

重み合計１ 35.00 4.00 39.00 58.50
重み合計２ 35.00 65.00 100.00 150.00
重み合計３ 33.25 62.56 95.00 144.13
重み合計４ 27.68 52.09 79.10 120.00

0.2090 0.1986 0.1674 0.0000

重み合計
（最終）

160.00 65.00 95.00 120.00

bδ

aδ
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ていないため，5～9 歳から 5 歳区切りの 19 カテゴリ

ーである．併せて，975 カテゴリーの情報がある．制

約条件として利用する母集団の周辺分布は，2005 年

の国勢調査データから得られたものを用いる．このデ

ータ精度も同様に B ゾーンレベルである．しかし，

自動車保有台数のみ B ゾーンレベルでの情報が得ら

れていないため，市町村レベルで得られている松山市

のデータを用いる．以上のデータから，拡大係数を

IPU 法より算出する． 

表１ 松山パーソントリップ調査概要 

 

 

（２）計算結果 

 データ概要で説明したように，周辺分布で用いるデ

ータは自動車保有台数のみゾーンレベルが異なってい

る．そこで，拡大係数を算出する際に自動車保有台数

を含むデータ，含まないデータの 2 パターンに分ける．

2 パターンの PT データを IPU 法で拡大し，項目ごと

の変化の推移を分析し，誤差の原因を探り，世帯及び

個人属性分布を考慮した拡大係数算出手法の適用可能

性を検討する． 

 

a）各項目における誤差変化の推移 

 拡大後のゾーン別の世帯数，性年齢階層の推計精

度結果を図４，５に示す．これを見ると，自動車保有

台数を制約条件に入れると，自動車保有台数がない場

合と比べて精度が低下することがわかる．それに比べ，

自動車保有台数がない場合では，制約への精度が非常

に高いといえる． 

 

図４ 拡大後のゾーン別世帯数の推計精度 

 

 

図５ 拡大後のゾーン別性年齢階層の推計精度 

 

（３）誤差原因の考察 

IPU 法では，先ほどの計算結果で示したように，値

によって必ず厳密に各属性の制約に収束するとは限ら

ないという問題点がある．その原因のひとつとして，

端点解に陥っていることが考えられる． 

例えば，世帯属性が同じ 2 つの世帯があると仮定す

る．世帯 1 はどの個人にも特別な条件を持たせず，世

帯 2 には個人属性カテゴリーに属する 1 人が存在する． 

世帯属性，個人属性の制約が 4，3 である場合，それ

ぞれの制約を満たすための重みは，次式の同時一時方

程式の解決により得ることができ，図６のような形で

表わされる． 
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1w ， 2w ：世帯 1，2 の重み 

交点 I は，方程式（4）の中の連立方程式及び点座

標の解を示しており，与えられた世帯属性，個人属性

の制約を満たす重みである．IPU 法アルゴリズムは，

1w ， 2w によって定義された第一象限のどの点でもス

タートでき，アルゴリズムが反復した結果，交点 I に

到達するメカニズムである．しかし，個人は実際多く

の制約に対応するため，解が完全に点 I に一致しない

ことがある．図７に示すように，第 2 制約が 52 w

になった場合は解が第４象限となり，アルゴリズムは

解である交点 I に近づきはするが，完全に点 I に到達

することはできない．アルゴリズムは，2 つの制約方

程式が水平軸と交差する点 1I ， 2I 間を重みの座標が

交互に移動し，値が定まらない．そのため，値により

各属性の制約に収束しないことがあると考えられる． 

調査名 松山パーソントリップ調査

調査主体 松山市，伊予市，東温市，松前町，砥部町

配布日時 2007年10月～12月

対象者 松山都市圏在住者からランダム抽出

回収サンプル数 29130名

総トリップ数 79389人･トリップ

主な調査項目 個人票，世帯票，居住に関する調査
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図６ 実行可能な解の場合 

 

図７ 実行不可能な解の場合 

もうひとつの原因として，制約条件のゾーンが異な

ることが考えられる．今回制約条件で用いた自動車保

有台数は，松山市等の市町村レベルの周辺分布しか得

ることができない．そのため，IPU 法で，自動車保有

台数の制約に重みを調整すると，B ゾーンレベルに比

べ市町村レベルは自由度が高いため，自動車保有台数

の制約は一致するものの年齢，性別，世帯数の制約が

大きく離れてしまうと考えられる． 

 

４．おわりに 

 

 本研究では，IPU 法をベースとし，PT データから

より母集団の再現性が高い新たな拡大係数算出手法を

構築することを目的とし，その適用可能性を分析した．

本稿では，従来の手法である IPF 法，IPU 法の構造を

示し，特に IPU 法の問題点を明確に把握した．その

中で，IPU 法の問題として，制約条件として用いる周

辺分布のゾーンレベルが異なると，精度が低下するこ

とがわかった．今後は，この問題の改善点を把握し，

ゾーンレベルに関係なく精度の高い拡大係数算出手法

を開発したいと考えている．そうすることで，個人の

行動に着目したミクロシミュレーションが適用される

ようになり，より精緻な交通需要予測が可能となると

いえよう． 
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